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・年金局
・職業安定局
・保険局
・社会・援護局
・地方厚生(支)局

厚生労働省 ⑤

本部 広報室
・広報計画のとりまとめ、広報
実施計画の策定

年金事務所
・地域年金展開事業の実施
・年金委員等への研修、情報の提供、活動の要請

支
援
（（研
修
等
）・

進
捗
管
理

等

指
導
・助
言

など

地域年金展開事業
～公的年金制度の周知・啓発～

①ポスター、チラシ、リーフレット等の

配布

②年金制度説明会

③年金セミナー

④出張年金相談会

⑤地域年金事業運営調整会議

⑥「ねんきん月間」、「年金の日」におけ

る各種取組

⑦「わたしと年金」エッセイ 等

日本年金機構 対象

本部 各事業部
・年度の取組計画及び広報計
画の策定、実施

連
携

本部 事業推進統括部 管理・市区町村調整Ｇ
・各事業部及び広報室との連携・共有、発信する情報等の確認
・地域部との連携・共有、指示等
・地域代表年金事務所との連携・共有、指示、調整等の依頼等
・年金事務所への情報提供、取組の指示等
・年金委員への情報提供、活動の協力・依頼
・関係機関・団体等との協力・連携、効果的な周知・啓発の取組

連携・共有連携・共有

本部 地域部
・取組の進捗管理、指導、助言

地域代表年金事務所
・関係機関との連絡調整
・年金事務所の状況把握

事業部の取組

・未適用事業所に係る取組

・適用に係る調査

・納付、免除等に係る取組

・年金給付にかかる取組 等

年金委員
・年金制度に係る周知・啓発

地域年金推進員
・高校・中学を対象に年金セミ
ナーなどの活動

学生
取組：①③⑥⑦

国民年金
被保険者

取組：①②③④⑥⑦

厚生年金保険
被保険者

取組：①②④⑥⑦

事業主
取組：①②④⑥⑦

年金受給者
取組：①②④⑥⑦

・地方自治体（市区町村、県庁）
・地域のコミュニティ（自治会・町内会）

・地元企業
・教育機関（大学・高校・専門学校）
・商業施設・商工会

地域 ⑤

地域のネットワーク/協力・連携する機関

など

・年金受給者協会
・社会保険協会
・社会保険（年金）委員会
・社会保険労務士会
・社会福祉協議会
・健康保険協会各支部/各健康保険組合

関係機関・団体 ⑤

など

事
業
の
策
定

事
業
の
実
施

地
域
年
金
展
開
事
業
の
策
定

地
域
年
金
展
開
事
業
の
実
施

連携・共有

連携・共有

連携・共有

連携・共有
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１ 地域年金展開事業の概要

２

地域年金展開事業の主な取組

◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納の向上等のため、関係機関との連携協力のもと『年金制度
説明会』や『年金セミナー』、『出張年金相談』等を実施します。

◆また、日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、都道府県ごとに関係者や有識者か
らなる『地域年金事業運営調整会議』を開催し、事業推進の意見や助言を伺います。

年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシ等、活動に役立つ情報を提供。
年金委員
活動支援事業

公的年金制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が行う事業への意見・助言を
行うため、学識経験者や関係機関等を委員として都道府県単位に設置。

地域年金事業
運営調整会議

・職員が自治体や民間企業、関係団体等に出向き、事務担当者や従業員向けの年金制度
説明会を開催。

・市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ年金制度や日本年金機構が行う事業の周
知、ポスター・チラシの掲示や設置、配付の依頼等。

地域連携事業

職員が、大学や専門学校、高校等に出向き、学生・生徒向けの年金セミナーを開催。
大学での年金相談や学生納付特例制度の申請窓口の開設や、パンフレットの掲示や設置、
配付の依頼等。

年金セミナー事業

年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに応えるため、市区役所・町村役
場や大規模商業施設、イベント会場等で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。

地域相談事業

《本来の取組内容》



（1） 地域連携事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

計画 実施した事項 実施後の総括・課題

市
町
村

① 年金制度に関する

チラシやリーフ

レット等の配布

設置、ポスター掲

示等を依頼する。

① リーフレット等を配布し、地域住民への周知を以下のとおり依頼した。 ・国民年金への加入や保

険料免除申請、学生納付

特例申請を中心に電子申

請に係る広報を実施。又、

令和６年３月から国民年

金保険料の口座振替納付

に係る電子申請において

も利用可能になったこと

から、併せて広報を実施

した。

・加入記録等の確認や社

会保険料（国民年金保険

料）控除証明書の電子送

付など、ねんきんネット

利用者拡大に向けた広報

を実施した。

２ 令和６年度 事業結果報告

３

対象 周知物 回数等

管内全市町

広報誌による年金制度等の記事掲載

・東温市、久万高原町、新居浜市、西条市
四国中央市、宇和島市、八幡浜市、西予市
伊方町、愛南町、松野町

・松山市、今治市、上島町

・伊予市、大洲市、松前町、砥部町、内子町

・鬼北町

毎月発行

年5回

年4回

年2回

管内全市町 国民年金電子申請関係リーフレット
ポスター掲示
窓口配布

管内全市町 ねんきんネットリーフレット
ポスター掲示
窓口配布

管内全市町 市町村向け情報誌「かけはし」 ６回（奇数月発行）



（1） 地域連携事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

計画 実施した事項 実施後の総括・課題

市
町
村

② 市町村の担当者

に対して、説明（研

修）会を行う。

② 市町村担当者向けに説明（研修）会を以下のとおり行った。

管内の年金事務所への参集やオンラインを活用して、ねんきんネットや年金制度に

ついて、説明した。

・市町村の国民年金担当

者向けに、例年2回、説

明（研修）会を開催して

おり、市町村からのニー

ズにより、国民年金の事

務手続きや年金請求手続

きの内容を中心に研修を

実施している。

２ 令和６年度 事業結果報告

４

実施日 事務所 説明内容 対象市町 参加者 開催形式

6月26日 松山東 新任担当者研修 東温市 １名 対面式

6月27日 松山東 新人担当者研修
松山市
久万高原町

４名 対面式

3月5日 松山東
受付事務研修
障害年金

東温市
久万高原町

５名 対面式

3月6日 松山東
受付事務研修
障害年金

松山市 ２名 対面式

6月20日 松山西 新任担当者研修
大洲市、伊予市
松前町、内子町

13名 オンライン

6月21日 松山西 新任担当者研修
大洲市、伊予市
砥部町

7名 オンライン

2月20日 松山西
ねんきんネット、
未支給年金

大洲市、伊予市
松前町、内子町

10名 オンライン

2月21日 松山西
ねんきんネット、
未支給年金

大洲市、伊予市
砥部町、内子町

7名 オンライン



（1） 地域連携事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

計画 実施した事項 実施後の総括・課題

市
町
村

② 市町村の担当者に

対して、説明（研

修）会を行う。

・市町村の国民年金担当

者向けに、例年2回、説

明（研修）会を開催して

おり、市町村からのニー

ズにより、国民年金の事

務手続きや年金請求手続

きの内容を中心に研修を

実施している。

２ 令和６年度 事業結果報告

５

実施日 事務所 説明内容 対象市町 参加者 開催形式

5月30日 新居浜 新任担当者研修
新居浜市、西条市
四国中央市

5名 対面式

8月28日 新居浜 窓口相談実務研修 新居浜市 4名 対面式

11月28日 新居浜 担当者実務研修
新居浜市、西条市
四国中央市

6名 対面式

2月20日 新居浜
受付事務研修
（免除・老齢年
金）

四国中央市 3名 対面式

6月12日 今治 新任担当者研修 今治市 9名 対面式

6月19日 今治 新任担当者研修 越智郡上島町 3名 オンライン

2月6日 今治
受付事務研修
窓口相談実務研修

今治市 1名 対面式

2月14日 今治
受付事務研修
窓口相談実務研修

越智郡上島町 2名 オンライン

6月6日 宇和島 新任担当者研修
八幡浜市、西予市
伊方町

9名 オンライン

6月7日 宇和島 新任担当者研修
宇和島市、松野町
鬼北町、愛南町

13名 オンライン

3月6日 宇和島
受付事務研修
障害年金

八幡浜市、西予市
伊方町

11名 オンライン

3月7日 宇和島
受付事務研修
障害年金

宇和島市、松野町
鬼北町、愛南町

12名 オンライン



（1） 地域連携事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

計画 実施した事項 実施後の総括・課題

社
会
保
険
労
務
士
会

① 定期的に連絡会議

を開催し、情報提

供、情報共有を行

う。

② 社会保険労務士に

対して、研修会を

行う。

① 連絡会議等を以下のとおり開催し、年金制度や年金相談業務に関する情報提供、情報

共有を行った。

② 年金制度改正等に関する説明会を以下のとおり行った。

・愛媛社会保険労務士会

との定例会議や街角の年

金相談センター松山オ

フィスとの連絡会議を通

じて、情報提供、情報共

有を実施。又、制度改正

や事務取扱の変更などが

生じた場合は、その都度、

情報提供をおこなってい

る。

・例年、算定基礎届の関

係を中心に各年金事務所

において研修会を実施し

ている。併せて、デジタ

ル化に伴う電子申請への

移行について説明してい

る。

２ 令和６年度 事業結果報告

６

実施日 事務所 説明内容 対象者 参加者 開催形式

5月22日 松山東 算定基礎届関係 県内社会保険労務士 78名 対面式

5月17日 新居浜 算定基礎届関係 県内社会保険労務士 21名 対面式

5月23日 今治 算定基礎届関係 県内社会保険労務士 28名 対面式

5月31日 宇和島 算定基礎届関係 県内社会保険労務士 13名 対面式

対象 周知方法 回数等

愛媛県内会員
愛媛社会保険労務士会との定例会議
街角の年金相談センター松山との連絡会議

１２回
6回

愛媛県内会員 「日本年金機構からのお知らせ」 １２回（毎月発行）



（1） 地域連携事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

計画 実施した事項 実施後の総括・課題

全
国
健
康
保
険
協
会

① 定期的に連絡会議

を開催し、情報提

供、情報共有を行

う。

② 相互の業務に係る

研修会を行う。

① 連絡会議を以下のとおり開催し、相互事業に関する情報提供、情報共有を行った。

② 相互の業務の関係について情報共有を図るために以下のとおり行った。

・連絡会議を通じて、関

連事業に係る課題や問題

点を協議し、事務処理の

効率化、お客様対応や利

便性の向上を図り、お客

様サービスを推進させて

いくことを確認した。

・研修会について、相互

の業務に係る理解がまっ

た良い機会となった。

２ 令和６年度 事業結果報告

７

実施日 研修内容 開催形式

９月１８日 マイナ保険証、健康保険給付関係等について
対面及び
TV会議形式

12月18日 年金給付関係、厚生年金保険適用業務関係について 対面式

実施日 連絡協議内容 回数等

12月17日

・遡及して資格喪失した場合の返納金について
・資格取得、資格喪失、被扶養者異動届の早期提出について
・健康保険傷病手当金と障害年金等との併給調整について
・マイナ保険証への移行について
・その他（窓口、電話対応時における説明事項について）

１回



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

① 年金制度に関する

チラシやリーフ

レット等の配布

設置、ポスター掲

示等を依頼する。

② 雇用保険受給者に

対して、年金制度

についての周知を

行う。

① リーフレット等を配布し、地域住民への周知を以下のとおり依頼した。

② 毎週ハローワークにて開催される雇用保険受給の手続き来訪者対象の説明会におい

て、国民年金の加入手続きや保険料免除申請についての勧奨セットを配布した。

・情報提供等について、

ハローワーク相談窓口に

リーフレットを設置し、

来所者に配布した。

・失業者に対する国民年

金手続きの勧奨セットに

ついては、積極的に配布

していただいた。しかし

ながら、令和６年度下期

以降は雇用保険受給説明

会場での説明は実施して

いない。失業者への直接

説明の機会について、

DVD動画の上映も含め、

より良い方法を検討しハ

ローワークと連携してい

く。

（1） 地域連携事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

２ 令和６年度 事業結果報告

８

対象 周知物 回数等

来所者 国民年金免除申請関係リーフレット 窓口設置（配布）

来所者 ねんきんネットリーフレット 窓口設置（配付）

実施日 事務所 説明内容 対象者及び参加人数 開催方法

通年 全事務所
国民年金手続
き勧奨セット

雇用保険受給説明会参加者
（窓口来訪者等）

受給説明会場で
の配布及び窓口
等設置

4月~10月
（2~3/月）

松山西
国民年金免除
関係

ハローワーク大洲での雇用
保険受給説明会参加者
（計280人）

対面式
（説明会参加型）



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

社
会
保
険
協
会
・
社
会
保
険
委
員
会

① 社会保険協会発行

の広報誌に年金制

度改正等の記事掲

載を依頼する。

② 社会保険協会・委

員会と共同で、年

金制度に関する研

修会を行う。

③ 社会保険委員会の

役員会、社会保険

委員会連絡協議会

を行う。

① 社会保険協会発行の広報誌に、年金制度改正、ねんきんネット等に係る記事を以下の

とおり提供した。

② 社会保険協会・委員会と共同で研修会を行った。

実施状況については、年金委員活動支援（20P）参照。

③ 定期的に開催される会議の中で、社会保障制度の役割等について周知、広報を行った。

・会員事業所に対して、

社会保険制度の広報並び

に活動の資料として、月

刊誌「社会保険」を配布。

又、社会保険制度を周知

するため、「ダイヤリー

2025年度版」、「社会保

険えひめ」を全会員に配

布した。

・四国ブロック社会保険

委員会連絡協議会におい

ては、委員会連合会活動、

日本年金機構、全国健康

保険協会への要望事項等

について協議した。

・全国社会保険委員会総

会においては、全国の活

動状況や今後の展望や課

題、日本年金機構への要

望等について協議した。

（1） 地域連携事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

２ 令和６年度 事業結果報告

９

会議名 開催回数 周知内容

愛媛社会保険委員会役員会（理事
会）

２回 年金制度改正及びねんきんネット

愛媛社会保険委員会連合会定例理
事会

１回 社会保険制度及び健康づくり事業等

全国社会保険委員会総会 １回
全国の活動に関する情報共有と今後
の課題・要望等について協議

四国ブロック社会保険委員会連絡
協議会

１回

委員会連合会活動に関する協会と日

本年金機構への要望事項等について

協議

対象 周知物 回数等

愛媛県内会員 月刊誌「社会保険」について 毎月配布

愛媛県内会員 「ダイアリー2025年度」について 12月配布

愛媛県内会員 社会保険えひめ 年４回



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

教
育
機
関

① 年金制度に関する

チラシやリーフ

レット等の配布

設置、ポスター掲

示等を依頼する。

② 学生等に対して、

国民年金手続き等

について周知を行

う。

① 学校等に以下のとおりリーフレット等の配布を依頼した。

② 国民年金手続き等についての周知を以下のとおり行った。

・大学、専門学校など学

生納付特例対象校に対し

て、訪問、架電、郵送に

より国民年金制度周知に

係るリーフレットの配布

や設置、ポスターの掲示

等を依頼した。

・大学の大学祭において

相談ブースを設置し、学

生納付特例について、

リーフレットの配布及び

アンケート調査を実施し

た。

（1） 地域連携事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

２ 令和６年度 事業結果報告

１０

事務所 説明内容 対象者 参加者 開催形式

11月9日 松山東
学生納付特例手続
き関係

愛媛大学学生 多数 対面式

10月26日 松山西
学生納付特例手続
き関係

聖カタリナ大学学生 多数 対面式

周知物 対象数

国民年金免除申請関係リーフレット
ねんきんネットリーフレット
学生納付特例制度周知用ポスター

136校



（1） 地域連携事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

計画 実施した事項 実施後の総括・課題

民
間
企
業
等

① 民間企業等に対し

て、年金制度に関

する情報提供を行

う。

② 民間企業等の事務

担当者や従業員に

対して、年金制度

説明会を行う。

① 民間企業等へ「ねんきんネット」の利用拡大のため、従業員への周知を依頼し、要望

のあった事業所へ周知物を以下のとおり送付した。

② 年金制度説明会を以下のとおり以下のとおり行った。

※新規適用事業所への説明会は、事務所毎で新規適用事業所の適用状況により開催し

ています。

・適用事業所に対して、

訪問や調査などの際に

「ねんきんネット」の説

明をおこない、要望の

あった事業所にリーフ

レットを送付し、ねんき

んネットの利用拡大を

図った。

・新規適用事業の社会保

険事務担当者に対して、

基本的な事務手続きに関

しての説明会を実施した。

又、郵便局職員に対し

て、年金制度の説明会を

実施した（宇和島）。

２ 令和６年度 事業結果報告

１１

実施日 事務所 説明内容 対象者 参加者 開催形式

毎月
各年金事
務所

厚生年金保険等の
加入手続き関係

新規適用事業所担
当者

対面式

1月24日 宇和島 年金制度説明会
愛南町管内郵便局
職員

11名 対面式

周知物 事務所

ねんきんネットに関するリーフレット 各年金事務所



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

そ
の
他

① 関係機関・団体等

に対して、年金制

度に関する情報提

供を行う。

② 関係機関・団体等

に対して、年金制

度説明会を行う。

③ 年金事務所におい

て説明会を行う。

① 国民年金保険料の口座振替手続きについて情報提供を以下のとおり行った。

② 関係機関において説明会を以下のとおり行った。

③ 事務所において説明会を以下のとおり行った。

※参加人数内訳：松山西：5人、今治：68人、宇和島：66人

・国民年金保険料の口座

振替方法の改正（振替方

法追加）に伴う様式変更

について、改正内容の説

明及び新様式を交付した。

・関係機関や団体と連携

し住民や職員、事業所に

対して年金制度の説明会

を実施した。又、社会福

祉協議会に対して、生活

困窮者等への国民年金免

除制度周知のため、協力

連携を深め、リーフレッ

トの設置・配布等を行っ

た。

・若年層への取組みの一

環として、20歳到達者に

対して、学生納付特例制

度等の国民年金制度につ

いて説明会を実施した。

（1） 地域連携事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

２ 令和６年度 事業結果報告

１２

対象 周知物 周知方法等

伊予銀行本店営業部 国民年金保険料口座振替手続きリーフレット 窓口設置

愛媛銀行本店 国民年金保険料口座振替手続きリーフレット 窓口設置

関係機関 対象 説明内容 参加者数

社会福祉協議会 地域住民 国民年金保険料免除について 5人

松山刑務所 職員 国民年金制度、年金給付について ３人

法人会 新規事業所 年金制度説明 63人

対象 説明内容 参加者数

２０歳到達者 国民年金制度について 139人



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

年
金
セ
ミ
ナ
ー
開
催
状
況

年金セミナーを開催

する。

①年金セミナーを以下のとおり開催した。

本部提供の資料を基に若手職員や地域年金推進員による対面式のセミナーを中心に開催

している。

開催後は、アンケートを実施し、集計結果を学校へフィードバックしている。

② 特別支援学校のPTA会員に対して、年金制度（障害年金）の説明をおこなった。

・若手職員や地域年金推

進員を活用し、年金セミ

ナー開催校の拡大を図っ

ている。

・セミナーでは、年金制

度の仕組みや学生納付特

例制度、障害年金制度に

ついて説明を行った。

２ 令和６年度 事業結果報告

１３

（2） 年金セミナー事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

学校
（愛媛県）

大学
短期
大学

高等
学校

専修
学校等

支援
学校

計

対象数 9 5 73 48 11 146

開催数 1 0 29 9 0 39

開催率 11％ 0％ 40％ 25％ 0％ 27％

参加数 249 0 2,980 297 0 3,526



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

年
金
セ
ミ
ナ
ー
開
催
校

対面式・オンライ

ン・動画提供など開

催形式の選択肢を増

やし、より多くの方

に開催する。

【各年金事務所にお

いて、参加人数の多

い上位５校を掲載】

令和６年度の年金セミナーは以下のとおりの学校等で開催した。 ・学生と年齢が近い若手

職員を中心としたプジェ

クトチームを結成し、年

金セミナーの講師として

のスキルの向上を図って

いる。

２ 令和６年度 事業結果報告

１４

（2） 年金セミナー事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

実施日 事務所 学校区分 対象校 参加者 開催形式

10月29日 松山東 高等学校 新田高等学校 590名 対面式

2月7日 松山東 高等学校 松山商業高等学校 360名 対面式

2月7日 松山東 高等学校 松山南高等学校 347名 DVD動画

11月13日
11月25日

松山東 大学
愛媛大学法文学部（昼間）
愛媛大学法文学部（夜間）

279名
115名

対面式

2月13日 松山東 高等学校 東温高等学校 185名 対面式

1月30日 松山西 高等学校 大洲高等学校 160名 対面式

2月14日 松山西 高等学校 大洲農業高等学校 67名 対面式

2月5日 松山西 高等学校 長浜高等学校 52名 対面式

10月24日 松山西 高等学校 松山南高等学校砥部分校 36名 対面式

2月5日 松山西 高等学校 内子高等学校小田分校 34名 オンライン

2月7日 新居浜 高等学校 新居浜西高等学校 211名 オンライン

2月7日 新居浜 高等学校 川之江高等学校 149名 対面式



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

年
金
セ
ミ
ナ
ー
開
催
校

対面式・オンライ

ン・動画提供など開

催形式の選択肢を増

やし、より多くの方

に開催する。

【各年金事務所にお

いて、参加人数の多

い上位５校を掲載】

令和６年度の年金セミナーは以下のとおりの学校等で開催した。

２ 令和６年度 事業結果報告

１５

（2） 年金セミナー事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

実施日 事務所 学校区分 対象校 参加者 開催形式

2月13日 新居浜 高等学校 丹原高等学校 112名 対面式

7月16日 新居浜 専門学校 河原医療大学校 新居浜校 102名 DVD動画

1月31日 新居浜 高等学校 新居浜商業高等学校 90名 DVD動画

12月16日 今治 高等学校 今治工業高等学校 109名 DVD動画

2月14日 今治 高等学校 弓削高等学校 24名 DVD動画

2月21日 今治 専門学校 今治看護専門学校 40名 対面式

2月26日 今治 高等学校 今治西高等学校 伯方分校 34名 対面式

2月4日 宇和島 高等学校 南宇和高等学校 90名 対面式

1月15日 宇和島 高等学校 宇和島東高等学校 68名 対面式

1月16日 宇和島 高等学校 宇和高等学校 63名 対面式

1月28日 宇和島 高等学校 宇和島南中等教育学校 50名 対面式

2月20日 宇和島 高等学校 宇和高等学校 三瓶分校 14名 DVD動画



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

地
域
年
金
推
進
員

① 次代を担う若い世

代（生徒）に対し

て公的年金制度の

仕組みや基本理念

について正しい理

解の普及を推進す

るため、学校との

連絡・調整や生徒

へのプレゼン能力

に長けた教職員

OBを「地域年金

推進員」として委

嘱する。

② 地域年金推進員を

活用し、年金セミ

ナーなどの活動を

行う。

① 現在、以下のとおり委嘱している。

【愛媛県】

【四国】

② 推進員の活動状況は以下のとおり。

・愛媛県内の委嘱者は、

現在１名のみ。新たな委

嘱者（増員）や現委嘱者

の後任者の勧誘も進めて

いるが厳しい状況。引続

き、愛媛県教育委員会等

にご協力（紹介やアドバ

イス）をいただきながら

選定を進めていく。

・活動については、年金

セミナー資料の作成段階

からセミナー講師、新た

な地域年金推進員の勧誘

（アプローチ）など幅広

く活動いただいている。

又、年金セミナー実施後

は、毎回、反省会を行い

講師スキルの向上を図っ

ている。

２ 令和６年度 事業結果報告

１６

（2） 年金セミナー事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

実施日 事務所 実施内容

通年 松山東
県内の大学、専門学校、高校統で年金セミナーを講師として開
催した。実施回数：８回

通年 松山西
県内の大学、専門学校、高校統で年金セミナーを講師として開
催した。実施回数：５回

管理事務所 前歴 委嘱年月日

1 松山東 高校の教諭
令和７年４月１日
（毎年度更新）

県 愛媛県 香川県 高知県

委嘱数 １名 １名 ３名



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

出
張
年
金
相
談

定期的に出張年金相

談を実施する。

地域住民への相談サービスの充実のため出張年金相談を以下のとおり実施した。

（上期）

（下期）

・毎月、主に遠方地域に

おいて愛媛社会保険労務

士会と連携しながら出張

年金相談を実施した。

（予約制）

２ 令和６年度 事業結報告

１７

（3） 地域相談事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

場所 事務所 4月 5月 6月 7月 8月 9月

大洲市総合
福祉センター

松山西
2回
13人

2回
13人

2回
14人

2回
17人

2回
14人

2回
15人

内子自治センター
松山東
松山西

1回
8人

2回
13人

2回
9人

1回
6人

1回
9人

2回
17人

川之江文化センター 新居浜
2回
27人

2回
27人

2回
34人

2回
27人

2回
31人

2回
24人

八幡浜商工会議所 宇和島
2回
22人

2回
26人

2回
21人

2回
20人

2回
22人

2回
24人

愛南町商工会
城辺支所

宇和島
1回
4人

1回
3人

1回
5人

1回
5人

1回
4人

1回
4人

場所 事務所 10月 11月 12月 1月 2月 3月

大洲市総合
福祉センター

松山西
2回
9人

2回
7人

2回
11人

2回
7人

2回
9人

2回
9人

内子自治センター
松山東
松山西

1回
7人

2回
14人

1回
9人

2回
16人

2回
16人

1回
7人

川之江文化センター 新居浜
2回
29人

2回
30人

2回
27人

2回
31人

2回
31人

2回
28人

八幡浜商工会議所 宇和島
2回
24人

2回
26人

2回
21人

2回
26人

2回
25人

2回
27人

愛南町商工会
城辺支所

宇和島
1回
4人

1回
4人

1回
3人

1回
2人

1回
4人

1回
4人



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

年
金
委
員
活
動
支
援

① 年金委員に対して

年金制度等に関す

る研修会を行う。

① 年金委員に対して研修会を開催し、年金制度等に関する情報提供を行った。 ・社会保険事務講習会で

は、標準報酬月額と保険

料の仕組みや健康保険の

給付申請についての制度

説明を実施した。又、社

会保険事務担当者基礎講

座においては、国民年金

制度と健康づくりについ

ての研修を実施した。

（全国健康保険協会愛媛

支部合同実施）

・11月11日から12日の

２日間で全国年金委員研

修を本部主催で行った。

２ 令和６年度 事業結果報告

１８

（4） 年金委員活動支援事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

実施日 事務所 説明内容 対象者 参加者 開催形式

5月8日 新居浜 社会保険事務講習会 年金委員 31名 対面式

5月21日 今治 社会保険事務講習会 年金委員 30名 対面式

6月18日 松山東 社会保険事務講習会 年金委員 66名 対面式

6月20日 松山西 社会保険事務講習会 年金委員 21名 対面式

6月25日 宇和島 社会保険事務講習会 年金委員 31名 対面式

8月22日 今治
社会保険事務担当者
基礎講座

年金委員 22名 対面式

9月12日 松山西
社会保険事務担当者
基礎講座

年金委員 15名 対面式

9月17日 松山東
社会保険事務担当者
基礎講座

年金委員 23名 対面式

10月3日 宇和島
社会保険事務担当者
基礎講座

年金委員 19名 対面式

11月11日
～

11月12日

本部
年金委員活動
年金制度改正
日本年金機構の事業

年金委員
東京参集
オンライン



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

年
金
委
員
活
動
支
援

① 年金委員に対して

年金制度等に関す

る研修会を行う。

① 年金委員に対して研修会を開催し、年金制度等に関する情報提供を行った。 ・全国健康保険協会愛媛

支部と合同で年金事務関

係及びマイナ保険証の関

係について、研修会を実

施した。

２ 令和６年度 事業結果報告

１９

（4） 年金委員活動支援事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

実施日 事務所 説明内容 対象者 参加者 開催形式

2月14日 今治
年金事務研修
マイナ保険証

年金委員 72名 対面式

2月18日 新居浜
年金事務研修
マイナ保険証

年金委員 92名 対面式

2月20日 松山東
年金事務研修
マイナ保険証

年金委員 96名 対面式

2月26日 松山西
年金事務研修
マイナ保険証

年金委員 100名 オンライン

2月28日 宇和島
年金事務研修
マイナ保険証

年金委員 30名 対面式



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

年
金
委
員
活
動
支
援

① 年金委員に対して

年金制度等に関す

る研修会を行う。

② 地域型年金委員に

対して、連絡会を

行う。

② 地域型年金委員を対象とした連絡会を開催した。併せて研修会を開催し、年金制度等

に関する情報提供を行った。

・年金委員表彰式に合わ

せて、全国健康保険協会

愛媛支部と合同で年金制

度や健康保険制度に関す

る研修会を実施した。

・委員研修会について、

共通テーマを定めて年２

回実施した。

２ 令和６年度 事業結果報告

２０

（4） 年金委員活動支援事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

実施日 事務所 説明内容 対象者 参加者 開催形式

11月19日
県内全年金
事務所

制度改正
在職老齢年金係
マイナ保険証
ねんきんネット関係

年金委員 173名 対面式

実施日 事務所 説明内容 対象者 参加者 開催形式

6月21日 松山東
個人向けオンラインサー
ビスの推進

年金委員 15名 対面式

12月20日 松山東 国民年金保険料免除制度 年金委員 13名 対面式

6月21日 松山西
個人向けオンラインサー
ビスの推進

年金委員 5名 対面式

12月20日 松山西 国民年金保険料免除制度 年金委員 6名 対面式

6月21日 新居浜
個人向けオンラインサー
ビスの推進

年金委員 10名 対面式

12月20日 新居浜 国民年金保険料免除制度 年金委員 7名 対面式



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

年
金
委
員
活
動
支
援

③ 年金委員に情報提

供を行う。

③ 年金委員に情報誌、年金制度に関するリーフレット等を配布した。

・地域型年金委員連絡会

について

・年金委員向けにタイム

リーな情報誌を作成し、

定期的に年金制度の周知

啓発を行っている。

・情報誌とは別に、本部

作成の年金制度や年金受

給に関する冊子を送付し

た。

２ 令和６年度 事業結果報告

２１

（4） 年金委員活動支援事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

実施日 事務所 説明内容 対象者 参加者 開催形式

6月21日 今治
個人向けオンライン
サービスの推進

年金委員 5名 対面式

12月20日 今治
国民年金保険料免除
制度

年金委員 5名 対面式

9月18日 宇和島
個人向けオンライン
サービスの推進

年金委員 4名 対面式

12月20日 宇和島
国民年金保険料免除
制度

年金委員 4名 対面式

対象 周知物 回数等

職域型年金委員
職域型年金委員向け情報誌「ハナミズキ通
信」

4回（4月・7月・10
月・1月）

地域型年金委員 地域型年金委員向け情報誌「みつばち通信」 １２回（毎月発行）

年金委員
年金制度、年金受給、ねんきんネット関係の
冊子等

都度実施



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

年
金
委
員
活
動
支
援

④ 委嘱勧奨を行う。

・ 年金委員が設置さ

れていない事業所に

対して、職域型年金

委員の委嘱勧奨を行

う。

・ 地域型年金委員の

委嘱勧奨を行う。

④ 年金委員を設置していない事業所へ職域型年金委員の委嘱勧奨を、市町村等に対して

地域型年金委員の委嘱勧奨を、文書、電話、訪問より、以下のとおり行った。

【年金委員委嘱状況】

・令和６年度の愛媛県内

の年金委員委嘱数につい

ては、職域型前年比▲39

名、地域型前年比▲16名

という結果となった。引

続き、年金委員の総委嘱

人数の減少を抑えるため、

事業所や市町村等の関係

機関に対して新規委嘱の

拡大に取り組む。

２ 令和６年度 事業結果報告

２２

（4） 年金委員活動支援事業の取組結果（令和６年４月～令和７年３月）

事務所 対象事業所数 委嘱者数

松山東 651事業所、1市 13事業所13名、1市1名

松山西 77事業所、5市町 6事業所6名、2市町2名

新居浜 8事業所、1市町 6事業所6名、1市町1名

今治 49事業所、2市 9事業所9名、2市2名

宇和島 11事業所、5市町 1事業所1名、1市1名

事務所
職域型委嘱者数 地域型委嘱者数

令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度

松山東 473名 476名 49名 44名

松山西 748名 738名 19名 17名

新居浜 625名 622名 34名 28名

今治 452名 438名 21名 17名

宇和島 405名 390名 18名 19名

計 2,703名 2,664名 141名 125名

香川県 2,853名 2,846名 161名 125名

徳島県 1,488名 1,479名 59名 60名

高知県 1,326名 1,312名 44名 39名



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

年
金
委
員
等
表
彰
式
・
研
修
会

年金委員表彰式を開

催する。

全国健康保険協会、社会保険委員会と共同で厚生労働大臣表彰、日本年金機構理事長表

彰、日本年金機構理事表彰、全国健康保険協会理事長表彰、全国健康保険協会愛媛支部

長表彰並びに健康づくり優良事業所表彰の授与式を行った。

また、併せて、日本年金機構、全国健康保険協会の研修会を開催した。

【研修会の内容】

①在職老齢年金について ②マイナ保険証について ③ねんきんネットについて

【表彰者】

【表彰事業所】

・年金委員表彰式に合わ

せて、全国健康保険協会

愛媛支部と合同で年金制

度や健康保険制度に関す

る研修会を実施した。

２３

年金委員・健康保険委員 人数

厚生労働大臣 1人

日本年金機構理事長 5人

日本年金機構担当理事 13人

全国健康保険協会理事長表彰 3人

全国健康保険協会愛媛支部長表彰 13人

（1） 「ねんきん月間」及び「年金の日」の取り組み（令和６年１１月）

３ 令和６年度 その他の取り組み

健康づくり優良事業所 事業所数

全国健康保険協会愛媛支部長表彰 5事業所



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

各
年
金
事
務
所
の
取
り
組
み

１１月の「ねんきん

月間」に厚生労働省

と協力して公的年金

制度の普及・啓発活

動を積極的に行う。

各年金事務所でねんきん月間に公的年金制度の普及・啓発活動を実施した。 ・各年金事務所で行った

ねんきんネット等のチラ

シ

・ポスター配布は、四国

厚生支局と合同で行った。

２４

（1） 「ねんきん月間」及び「年金の日」の取り組み（令和6年11月）

事務所 取組内容

共通
報道への関係者へのプレスリリース
提供日：10月31日（木）

松山東

学生納付特例制度及びねんきんネット利用拡大の取組み
日程：11月25日（月）12：00~15：00
場所：愛媛大学（学園祭）

ねんきんネット利用拡大の取組み（リーフレット配布）
日程：11月26日（火）9：00~15：00
場所：まつちかタウン ※松山西年金事務所合同開催

ねんきんネット利用・登録相談会及び年金相談
日程：11月30日（土）
場所：年金事務所
相談者：7名

松山西

ねんきんネット利用・登録相談会
日程：11月9日（土）9：30~16：00
場所：松山西年金事務所
相談者：4名

ねんきんネット利用拡大の取組み（リーフレット配布）
日程：11月26日（火）9：00~15：00
場所：まつちかタウン ※松山東年金事務所合同開催

ねんきんネット利用・登録相談会及び年金相談
日程：11月30日（土）
場所：年金事務所
相談者：7名

３ 令和６年度 その他の取り組み



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

各
年
金
事
務
所
の
取
り
組
み

１１月の「ねんきん

月間」に厚生労働省

と協力して公的年金

制度の普及・啓発活

動を積極的に行う。

各年金事務所でねんきん月間に公的年金制度の普及・啓発活動を実施した。

２５

（1） 「ねんきん月間」及び「年金の日」の取り組み（令和6年11月）

事務所 取組内容

新居浜

出張年金相談所の開設
日程：11月8日（金）10：00～16：00
場所：川之江文化センター
相談者：30名

ねんきんネット利用・登録相談会及び年金相談
日程：11月30日（土）
場所：年金事務所
相談者：13名

今治

国民年金納付相談会と制度説明会
日程：11月30日（土）10：00～15：30
場所：年金事務所
相談者：2名

ねんきんネット等のチラシ設置と日本年金機構ＨＰや厚生労働省
YouTubeの動画案内(学生支援課より学生へメールでお知らせ）
岡山理科大学今治キャンパス在籍学生：1,100名

宇和島

ねんきんネット利用・登録拡大の取組み
取組み内容：リーフレット及びポスターの配布
対 象 者：職域型年金員：393名 地域型年金委員：18名
発 送 日：10月15日

ねんきんネット利用・登録相談会及び年金相談
日程：11月30日（土）
場所：年金事務所
相談者：5名

３ 令和６年度 その他の取り組み



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

エ
ッ
セ
イ
募
集

「わたしと年金」

エッセイの募集を行

う。

① 報道関係者へエッセイ募集のプレスリリースを行った。

② 学校、教育関係機関、市町村、年金委員等、以下のとおりエッセイ募集の協力依頼

を行った。

【令和6年度 提出状況】

・6月3日、エッセイ募集

のプレスリリースを行っ

た。又、同日、愛媛県教

育委員会に協力依頼を実

施。その後、各年金事務

所において、学校、市町

村、年金委員に対して協

力依頼を行った。

２６

（2） 「わたしと年金」エッセイ募集の取り組み（令和６年６月～令和６年９月）

協力依頼 学校数 提出件数（愛媛県） 提出件数（全国）

大学・短期大学 0校
学生 0件 学生 1,422件

高等学校 0校

一般 0件 一般 67件
中学校 0校

３ 令和６年度 その他の取り組み

配布月 配布内容 送付対象

６月
募集依頼文書、リーフレット、
ポスター

県内学校、愛媛県教育委員会、県内全市

町村、県内全年金委員など



計画 実施した事項 実施後の総括・課題

地
域
年
金
事
業
運
営
調
整
会
議

① 地域年金事業運営

調整会議を行い、

地域に密着した公

的年金制度の周知

方法や納付率向上

策等について意見

をいただく。

② 事業や年金制度等

について情報提供

を行う。

① 愛媛県地域年金事業運営調整会議を以下のとおり開催した。

② 地域年金事業運営調整会議委員に、以下のとおり年金制度等について情報提供した。

・会議内でいただいた意

見については、別冊、

「参考資料」に掲載して

います。

２７

３ 令和６年度 その他の取り組み

（3） 地域年金事業運営調整会議

開催日 会議内容 開催形式

5月31日
・令和５年度事業結果報告
・令和５年度の事業の取り組み状況
・令和６年度事業計画

参集

提供月 周知物

5月 「わたしと年金」エッセイ募集リーフレット

5月 ねんきん月間リーフレット

5月
日本年金機構アニュアルレポート
ねんきんネットリーフレット



事業名 取組み内容 具体的な活動内容

地域連携事業

地域相談事業

市町、自治会、事業所及び関

係機関・団体等に対し、連携

して年金制度説明会をはじめ

とする、地域に根付いた情報

提供活動等を実施する。

① チラシ・ポスター等の配布

➤年金制度に関するチラシやリーフレット等の配布、設置、及びポスターの掲示等

を市町等に依頼する。年金委員にも協力依頼する。

② 年金制度説明会

➤国民の皆様に対し、対面型、Web会議サービス等を使用した非対面型、動画視聴

型の開催方法により、情報提供を効率的に、より多くの方に開催する。

③ 出張年金相談会

➤年金事務所が主体となり、市町等で行う相談会を実施する。

④ 「ねんきん月間」、「年金の日」

➤毎年11月の「ねんきん月間」に、厚生労働省と協力して、公的年金制度の普及・

啓発活動及び国民年金保険料収納対策を積極的に行う。

⑤ 「わたしと年金」エッセイ

➤年金制度の意義や公的年金制度と国民の結び付きなどについて考えていただく

ため、エッセイを広く募集する。

年金セミナー

事業

各種教育機関と連携し、学生

などの若年者層に対して年金

セミナーを開催する。

年金セミナーの開催

➤県の学校長会や管内の高等学校長会、学校等に対して個別にアプローチする。

なお、アプローチに当たっては地域年金推進員にも積極的に協力を要請する。

➤開催方法については、相手側のニーズに合わせて、対面型、Web会議サービス等

を使用した非対面型、動画視聴型により行う。講師は、年金制度が学生にとって

も身近で重要なものとして伝わり、人材育成面における効果が期待されることか

ら、若手職員を積極的に選定する。

４ 令和７年度 事業方針

２８



事業名 取組み内容 具体的な活動内容

年金委員活動支

援事業

年金委員活動の活性化を図る

ために、

① 委嘱拡大

② 活動支援

③ 活動要請

④ 情報提供

⑤ 表彰

をテーマに取り組む。

① 年金委員の委嘱勧奨を行う。

② 活動の被対象者が等しく政府管掌年金事業に関する情報を受け取ることができる

ように、年金委員に対する必要な支援を行う。

③ チラシ、リーフレット及びポスターの掲示や配付、年金委員研修会、制度説明会、

地域型年金委員連絡会等への参加、機構が主催する研修会等への開催協力を年金

委員に依頼する。

④ 年金委員が普及・啓発活動を行うために必要な情報をタイムリーに発信する。

➤紙媒体等により、年金制度に関する情報提供を行う。

➤対面型、非対面型、動画視聴型の開催方法により、年金委員研修及び県単位の

「地域型年金委員連絡会」及び各年金事務所単位の「地区連絡会」を開催する。

➤職域型年金委員向け情報誌「ハナミズキ通信」、地域型年金委員向け情報誌

「みつばち通信」による情報提供を行う。

⑤ 多年にわたり、政府管掌年金事業の推進・発展に貢献した方に対し、その功績を

たたえ表彰する。

地域年金推進員

委嘱事業

地域年金推進員の委嘱拡大及

び活動日数の向上を図り、年

金セミナーの開催数増加につ

なげる。

① 地域年金推進員の委嘱拡大

➤教育委員会等へ地域年金推進員の委嘱にかかる協力を要請する。

② 地域年金推進員による年金セミナーのアプローチの協力要請

➤地域年金推進員に協力要請し、県内の大学、高校に対し、訪問及び電話にて、

年金セミナーのアプローチ活動を積極的に行う。

地域年金事業

運営調整会議

地域に密着した公的年金制度

の周知方法や納付向上策等に

ついて意見交換を行う。

地域との連携をどう図っていくべきか、公的年金制度の仕組みや役割の周知展開を

どのように取り組んでいくかを議論する。

令和６年５月開催 ➤ 令和５年度事業実施結果及び令和６年度事業について

４ 令和７年度 事業方針

２９



５ 令和７年度 事業実施スケジュール

年 月 地域連携事業 地域相談事業 年金セミナー事業 年金委員活動支援事業

令和７年

４月

●市町村、ハローワーク、社会

保険労務士会等の関係機関と

の連携及び周知・啓発の依頼

●市町広報誌による周知・啓発

●新規適用事業所説明会

●２０歳到達者に対する国民年

金制度説明会の開催

●社会保険協会会報誌による周

知・啓発

●市町村での出張年金相談 ●年金セミナーのアプローチ及

び開催

●職域型年金委員年金委員情報

誌「ハナミズキ通信」の送付

●地域型年金委員年金委員情報

誌「みつばち通信」の送付

●職域型・地域型年金委員の委

嘱拡大

●年金委員に対する情報提供

令和７年

５月

●市町村向け情報誌「かけは

し」の送付

●社会保険協会会報誌による周

知・啓発

●市町村に対する年金制度等説

明会の開催

●新規適用事業所説明会

●市町広報誌による周知・啓発

●２０歳到達者に対する国民年

金制度説明会の開催

●市町村での出張年金相談 ●年金セミナーのアプローチ及

び開催

●地域型年金委員年金委員情報

誌「みつばち通信」の送付

●社会保険委員会における事務

説明会の開催

令和７年

６月

地域年金

事業運営

調整会議

●市町村に対する年金制度等説

明会の開催

●新規適用事業所説明会

●市町広報誌による周知・啓発

●社会保険協会会報誌による周

知・啓発

●２０歳到達者に対する国民年

金制度説明会の開催

●市町村での出張年金相談 ●「わたしと年金」エッセイ募

集について学校、教育委員会

等への依頼

●年金セミナーのアプローチ及

び開催

●地域型年金委員年金委員情報

誌「みつばち通信」の送付

●社会保険委員会における事務

説明会の開催

●地域型年金委員連絡会及び地

区連絡会の開催

●地域型年金委員に対する研修

会の開催

３０



５ 令和７年度 事業実施スケジュール

年 月 地域連携事業 地域相談事業 年金セミナー事業 年金委員活動支援事業

令和７年

7月

●関係機関との連携及び周知・

啓発の依頼

●市町広報誌による周知・啓発

●新規適用事業所説明会

●２０歳到達者に対する国民年

金制度説明会の開催

●社会保険協会会報誌による周

知・啓発

●市町村での出張年金相談 ●年金セミナーのアプローチ及

び開催

●職域型年金委員年金委員情報

誌「ハナミズキ通信」の送付

●地域型年金委員年金委員情報

誌「みつばち通信」の送付

●職域型・地域型年金委員の委

嘱拡大

●年金委員に対する情報提供

令和７年

8月

●市町村向け情報誌「かけは

し」の送付

●社会保険協会会報誌による周

知・啓発

●市町村に対する年金制度等説

明会の開催

●新規適用事業所説明会

●市町広報誌による周知・啓発

●２０歳到達者に対する国民年

金制度説明会の開催

●市町村での出張年金相談 ●年金セミナーのアプローチ及

び開催

●社会保険委員会における事務

説明会の開催

●地域型年金委員年金委員情報

誌「みつばち通信」の送付

令和７年

9月

●新規適用事業所説明会

●市町広報誌による周知・啓発

●社会保険協会会報誌による周

知・啓発

●２０歳到達者に対する国民年

金制度説明会の開催

●市町村での出張年金相談 ●年金セミナーのアプローチ及

び開催

●社会保険委員会における事務

説明会の開催

●地域型年金委員年金委員情報

誌「みつばち通信」の送付

３１



５ 令和７年度 事業実施スケジュール

年 月 地域連携事業 地域相談事業 年金セミナー事業 年金委員活動支援事業

令和７年

１０月

●関係機関との連携及び周知・

啓発の依頼

●市町広報誌による周知・啓発

●新規適用事業所説明会

●２０歳到達者に対する国民年

金制度説明会の開催

●社会保険協会会報誌による周

知・啓発

●関係機関への「ねんきん月

間」協力依頼

●市町村での出張年金相談 ●年金セミナーのアプローチ及

び開催

●職域型年金委員年金委員情報

誌「ハナミズキ通信」の送付

●地域型年金委員年金委員情報

誌「みつばち通信」の送付

●職域型・地域型年金委員の委

嘱拡大

●年金委員に対する情報提供

●社会保険委員会における事務

説明会の開催

令和７年

１１月

ねんきん

月間

●市町村向け情報誌「かけは

し」の送付

●社会保険協会会報誌による周

知・啓発

●市町村に対する年金制度等説

明会の開催

●新規適用事業所説明会

●２０歳到達者に対する国民年

金制度説明会の開催

●大規模商業施設等における出

張年金相談（ねんきん月間取

組み）

●市町村での出張年金相談

●年金セミナーのアプローチ及

び開催

●大学等の教育機関における広

報活動（ねんきん月間取組み）

●年金委員研修の開催

●年金委員表彰の開催

●全国年金委員研修の開催

●四国ブロック社会保険委員会

連合会連絡協議会

●地域型年金委員年金委員情報

誌「みつばち通信」の送付

●ねんきん月間周知用ポスター

及びリーフレットの送付

令和７年

１２月

●新規適用事業所説明会

●社会保険協会会報誌による周

知・啓発

●市町広報誌による周知・啓発

●２０歳到達者に対する国民年

金制度説明会の開催

●市町村での出張年金相談 ●年金セミナーのアプローチ及

び開催

●地域型年金委員連絡会及び地

区連絡会の開催

●地域型年金委員に対する研修

会の開催

●地域型年金委員年金委員情報

誌「みつばち通信」の送付

３２



５ 令和７年度 事業実施スケジュール

年 月 地域連携事業 地域相談事業 年金セミナー事業 年金委員活動支援事業

令和８年

１月

●関係機関との連携及び周知・

啓発の依頼

●市町広報誌による周知・啓発

●新規適用事業所説明会

●２０歳到達者に対する国民

年金制度説明会の開催

●市町村での出張年金相談 ●年金セミナーのアプローチ

及び開催

●年金セミナー開催について学

校、教育委員会等へ依頼

●職域型年金委員年金委員情報

誌「ハナミズキ通信」の送付

●地域型年金委員年金委員情報

誌「みつばち通信」 の送付

●職域型・地域型年金委員の

委嘱拡大

●年金委員に対する情報提供

●社会保険委員会における事

務説明会の開催

令和８年

２月

●市町村向け情報誌「かけは

し」の送付

●社会保険協会会報誌による周

知・啓発

●市町広報誌による周知・啓発

●市町村に対する年金制度等説

明会の開催

●新規適用事業所説明会

●２０歳到達者に対する国民

年金制度説明会の開催

●市町村での出張年金相談 ●年金セミナーのアプローチ及

び開催

●地域型年金委員連絡会及び地

区連絡会の開催

●地域型年金委員に対する研修

会の開催

●地域型年金委員年金委員情報

誌「みつばち通信」の送付

令和８年

３月

●新規適用事業所説明会

●２０歳到達者に対する国民

年金制度説明会の開催

●市町広報誌による周知・啓発

●社会保険協会会報誌による周

知・啓発

●市町村での出張年金相談 ●年金セミナーのアプローチ及

び開催

●地域型年金委員年金委員情報

誌「みつばち通信」の送付

３３



松山東年金事務所
（愛媛県代表年金事務所）

令和７年度

地域年金事業運営調整会議



１ これまでの会議で出た意見及び課題への対応 １P 

２ 四国の学生納付特例承認者数 ２P

３ 四国の年金セミナー及び年金制度説明会の実施件数 ３P 

４ 四国の年金セミナーの実施状況 ４P

５ 年金セミナーアンケート集計結果 ５P



１ 前回（令和６年度）会議で出た意見及び課題への対応

1

事業名等 意見・課題事項 回答内容・対応状況等

地域連携事業

【仙波委員】

・ハローワークでの雇用保険受給者説明会での国民

年金制度説明会は、非常に効果的であり、令和６年

度より大洲のハローワークのみ再開できた状況とお

伺いしたところだが、松山市においても再開できる

ようにご努力をお願いしたい。

・令和６年度から再開に向け県内のハローワークに依頼を実施し

ているところではありますが、今後も定期的に協力依頼を実施し

ていく。

⇒令和６年度の対応結果

・各年金事務所において、ハローワークに対し国民年金の制度説

明を実施できるよう依頼を行ってきたが、コロナ以降の先方の都

合（時間短縮や密集回避など）あり実現できていない。令和７年

度においても引続き協力依頼を実施していきます。

年金セミナー

事業

【中井委員】

・年金セミナーの講師を地域年金推進員が実施して

いることについて、技術的な向上に向けて研修など

実施されているか。

・年金セミナー実施前後に打合せを実施し、制度の説明方法や分

かりやすい表現や言葉遣いなど含め検証をおこないレベルアップ

を図っている。又、アンケート結果の分析により不評な点を改善

し、次回以降の年金セミナーで生かすようにしている。

年金委員

活動支援事業

・ご意見等はありませんでした。

地域相談事業

【中井委員】

・大規模商業施設での年金相談会の実施状況につい

て、相談者の人数が少ないことが残念。経験則とし

て、管内放送などしてもらうと集客が増加したので

実施してみてはどうか。

・集客数が少ないことに関しては、大きな反省点として捉えてい

る。事前の広報であったり、管内放送など多くの方に相談いただ

けるような仕組みを構築してきたい。

⇒令和６年度の実施結果

・大学や商業施設（まつちかタウン）において、個人向けオンラ

インサービスの広報を実施。「ねんきんネット」利用者の拡大に

向け、学生へのメール送信やリーフレットの配布をメインに実施

しました。

※過去の意見等については、事務局で管理。



２ 四国の学生納付特例承認者数 （令和７年３月末）

2

事務所名 令和７年３月末 令和６年３月末 増減

徳島北 6,777 6,816 ▲ 39

徳島南 1,361 1,443 ▲ 82

阿波半田 602 622 ▲ 20

高松西 6,499 6,785 ▲ 286

高松東 1,500 1,517 ▲ 17

善通寺 2,909 3,083 ▲ 174

松山東 7,671 7,833 ▲ 162

松山西 1,481 1,507 ▲ 26

新居浜 2,567 2,660 ▲ 93

今治 1,820 1,744 76

宇和島 1,362 1,366 ▲ 4

高知西 5,384 5,645 ▲ 261

南国 1,766 1,865 ▲ 99

幡多 613 696 ▲ 83
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３ 四国の年金セミナー及び年金制度説明会の実施件数 （令和６年4月～令和７年３月）

3

事務所名 年金セミナー 年金制度説明会 合計

徳島北 9 8 17 

徳島南 4 5 9 

阿波半田 4 4 8 

高松西 18 10 28 

高松東 5 2 7 

善通寺 9 4 13 

松山東 13 10 23 

松山西 5 6 11 

新居浜 12 7 19 

今治 4 5 9 

宇和島 5 7 12 

高知東 0 1 1 

高知西 28 6 34 

南国 13 6 19 

幡多 3 7 10 
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（単位：件） ※高知東分は、高知西で合算しています。



４ 四国の年金セミナーの実施状況 （令和６年4月～令和７年３月）

4

事務所名
大学
短大

高等学校

その他の
学校

（専門・
各種学校
を含む）

対象校

合計数

セミナー

実施校数
実施割合

徳島 7 37 32 76 17 22%

香川 9 44 53 106 32 30%

愛媛 14 73 59 146 39 27%

高知 9 43 47 99 32 32%
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（単位：校）

※対象校＝国民年金学生納付特例対象校



５ 年金セミナーアンケート集計結果

5

対象校 ： 愛媛県下 高等学校 専門学校 等

受講者数 ： ３，５２６ 名

対象月 ： 令和６年４月～令和７年３月

年金セミナーが終了した後、受講者全員にアンケートを実施しています。

アンケートの内容は以下のとおりであり、結果については、集計後に学校へフィードバックし、

年金事務所でも効果測定を行っています。

アンケート内容

１．年金のイメージ

２．講義について

３．年金制度の理解度

４．年金制度の必要性

５．セミナーを受けての意見・感想



５ 年金セミナーアンケート集計結果

（１）年金のイメージ

○セミナー前

選択肢 回答

１．とても良い 400件

２．まあ良い 1,030件

３．どちらとも言えない 1,510件

４．あまり良くない 430件

５．悪い 91件

無回答 63件

6

○セミナー後

選択肢 回答

１．とても良い 1,188件

２．まあ良い 1,761件

３．どちらとも言えない 334件

４．あまり良くない 45件

５．悪い 28件

無回答 69件

※セミナー後も「３．どちらとも言えない」「４．あまり良くない」「５．悪い」を選択された方

選択肢 回答
1．年金制度は複雑で難しい
と感じたから

211件

２．自分に年金の必要性を
感じなかったから

60件

３．将来、自分が年金を
もらえると思えなかったから

138件

４．年金セミナーの内容に
関心を得られなかったから

46件

５．その他 52件

『まあ良い』以上の評価は、セミナー前の４０．６％から、セミナー後は、８６．１％になりました。

セミナー前

セミナー後

10.3%

9.1%

27.2%

11.8%

41.6%

５．その他

４．年金セミナーの内容に関心を得られなかったから

３．将来、自分が年金をもらえると思えなかったから

２．自分に年金の必要性を感じなかったから

1．年金制度は複雑で難しいと感じたから

34.7%

11.4%

51.4%

29.2%

9.8%

42.8%

1.3%

12.2%

0.8%

2.6%

2.0%

1.8%

１．とても良い ２．まあ良い ３．どちらとも言えない ４．あまり良くない ５．悪い 無回答



５ 年金セミナーアンケート集計結果

7

（２）講義について

○説明時間の長さ

選択肢 回答

長い 778件

ちょうど良い 2,659件

短い 18件

無回答 71件

22.1% 75.4%
0.5%
2.0%

１．長い ２．ちょうど良い ３．短い 無回答

○資料の内容

36%

45%

15%

1% 1% 2% １．とても分かりやすい

２．分かりやすい

３．普通

４．すこし分かりにくい

５．分かりにくい

無回答

選択肢 回答

とても分かりやすい 1,265件

分かりやすい 1,594件

普通 528件

少し分かりにくい 48件

分かりにくい 25件

無回答 66件

○講師（動画）の説明

36%

41%

17%

1%
1%

4%

１．とても分かりやすい

２．分かりやすい

３．普通

４．すこし分かりにくい

５．分かりにくい

無回答

選択肢 回答

とても分かりやすい 1,267件

分かりやすい 1,443件

普通 606件

少し分かりにくい 53件

分かりにくい 30件

無回答 127件



５ 年金セミナーアンケート集計結果

8

○詳しく説明してほしい内容の有無

選択肢 回答

特になし 3,098件

あり 305件

無回答 123件

「あり」の場合（複数回答）

選択肢 回答

世代と世代の支えあい 44件

２階建て構造 44件

老齢年金 33件

障害年金 28件

遺族年金 53件

保険料負担と給付 74件

公的年金は破綻しない 116件

保険料の免除制度 93件

その他 31件

無回答 3,010件

88%

9%
3%

１．特になし

２．あり

無回答

85.4%

0.9%

2.6%

3.3%

2.1%

1.5%

0.8%

0.9%

1.2%

1.2%

無回答

９．その他

８．免除制度

７．破たんしない

６．負担と給付

５．遺族

４．障害

３．老齢

２．２階建て構造

１．世代と世代の支えあい

その他の主な内容 ・書類の作成方法 ・時代の変化による年金制度の変化
・より多くの年金がもらえる合理的な裏技（テレビで聞いたことがある）
・外国人の年金 ・高齢社会における今後の年金はどう変わるのか 等
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（３）年金制度の理解度

○２０歳になったら国民年金に加入

96%

1%

3%
１．理解できた

２．理解できなかった

無回答

選択肢 回答

理解できた 3,386件

理解できなかった 32件

無回答 108件

○３種類の給付制度

95%

2%

3%
１．理解できた

２．理解できなかった

無回答

選択肢 回答

理解できた 3,365件

理解できなかった 51件

無回答 110件

○保険料の納付は国民の義務

96%

1%

3%
１．理解できた

２．理解できなかった

無回答

選択肢 回答

理解できた 3,379件

理解できなかった 40件

無回答 107件

○世代と世代の支え合い

95%

2%

3%
１．理解できた

２．理解できなかった

無回答

選択肢 回答

理解できた 3,334件

理解できなかった 79件

無回答 113件
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（４）年金制度の必要性

○年金制度は必要か

選択肢 回答

必要である 3,138件

必要ない 116件

無回答 272件

89%

3%
8%

１．必要である

２．必要でない

無回答

「必要」の場合（複数回答）

選択肢 回答

老後生活を支える 2,697件

万が一のため 2,163件

世代と世代の支え合い 586件

国民の義務 784件

国の制度なので安心 349件

その他 2,241件 25.4%

4.0%

8.9%

6.6%

24.5%

30.6%

６．その他

５．国の制度なので安心

４．国民の義務

３．世代と世代の支え合い

２．万が一のため

１．老後生活を支える

「必要でない」の場合（複数回答）

選択肢 回答

貯金で十分 5件

子供に面倒みてもらう 7件

将来の年金が不安 75件

老後も働く 21件

民間の生命保険 13件

その他 15件

その他の主な内容

その他の主な内容

・それが社会の常識なっているから。
・必要ではあるが、不十分なので民
間の生命保険必要になる。
・治安維持 等

・長生きしないから。
・もらえないと思うから。 等

11.0%

9.6%

15.4%

55.1%

5.1%

3.7%

６．その他

５．民間の生命保険

４．老後も働く

３．将来の年金が不安

２．子供に面倒みて…

１．貯金で十分
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（５）ご感想・ご意見（抜粋）
○肯定的なご感想・ご意見
・口座だと割引額が多くなるので、そっちで支払いをしようと思った。
・保険料を納めることが義務であると分かりました。また、半分は税金でまかなわれているので保険料を払わなければ将来損をしてしまうと
分かりました。
・よく年金問題がニュースで取り沙汰されるが、そもそも年金というのは「老齢年金」「障害年金」「遺族年金」という3種類に分かれているもの
だということを初めて知った。よく調べないで、年金に対して良いイメージを持ってこなかったが、今回年金について話を聞き、年金は、国民
の「まさか」のための備えで、実際に年金のおかげで生活ができる人もいるということが分かった。世間一般的に言う普通の暮らしをしてきた
から気づけていないだけで、年金は国民一人一人を救う制度で、とても大切。
・年金のことを知ってそれに備えると備えないじゃ天と地の差が生まれるんだと気づかされました。見逃さないよう随時チェックしていきたい
です。
・年金について、ほとんど何も知らなかったので、本日のセミナーを通して、年金について学ぶことができました。万が一、まさかに備えるた
めに、私自身にとっても公的年金制度は必要であると思いました。
・年金へのイメージが180°変わりました。もっとお金に関して勉強したいと思った。
・年金は年寄りに給付されるもので自分には当分関係ないと思っていたが、障害年金や遺族年金があるということがわかった。最近20歳に
なったので学特の申請をしなければならないと思った。
・難しく感じることがなかったのが印象的でした。
・なぜ年金が必要なのか、なぜ種類が分かれているのか、その理由がよく分かった。
・年金が問題になっているニュースをたびたび見ると、年金に悪いイメージしかなかったが自分達も支える側から支えられる側になると知る
と年金のイメージがまた変わった。
・親とたまに年金のことは話していたので、ある程度はしっているつもりだったけど、まだ知らないこともあったことが知れてよかった。

●その他のご感想・ご意見（抜粋）
・少しわかりにくかった。
・この先、年金の納める世代の人たちがどんどん減少していった時に、どうなるかすごく気になった
・年金のデメリット（悪い部分）についても詳しく説明してもらわないと深い考えができない。
・赤字国家である日本が将来払う余裕があるのか心配。
・少子高齢化社会で、世代間の支え合いが継続できるか、不安。
・ 自分は受け取れないだろうと思った。
・ 年金は現状不公平。自分で、払った年金は、将来で、その年金をもらった方がいいと思う 。
・ 老後6000万円、月25万ほど必要なのは分かりましたが、年金で月づきいくらもらえるのかもう少しくわしく聞きたかったです。
・障害年金と遺族年金だけでいい。
・学生なので、実際の書類作成の方法などについて知りたかった。


